
１１１１　　　　総括総括総括総括

 (1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（2）（2）（2）（2）職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、２７年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

（3）（3）（3）（3）ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　　　三田市は、平成28年度からⅢ－3、平成27年度まではⅢ－1に分類されます。（Ⅲ－3の他市例：河内長野市、生駒市ほか）

　　　３　平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

　　※平成２８年４月１日のラスパイレス指数が１００を超えている理由及び改善の見込み

27年度

人件費率

期末・勤勉手当

Ｂ

533,824

人件費

　　計　　Ｂ 給与費 B/A

一人当たり

%

歳出額　

Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（28年1月1日）

三田市の給与・定員管理等について

実質収支 （参考）

26年度の人件費率Ｂ／Ａ

　　　　千円人　

　　　　　千円千円

職員手当給　 料

113,996

千円

%

6,2984,748,733 7,206

一人当たり給与費

19.0

　　　　　千円

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　千円

17.9

千円

（参考）類似団体平均

7,152,256

千円

37,650,051

職員数

人

Ａ

931,465

　　ラスパイレス指数が１００を超えている要因として、国との職員構成上（大卒、短大卒、高卒、中卒の職員数

　及び年齢構成）の違いがあげられます。参考までに三田市の職員構成に基づき計算するパーシェ指数では１００

　を下回ります。

　　平成２７年４月からの給与制度の総合的見直しによる給料表額を引き下げたため、今後、経過措置（現給保

  障）の終了に伴い、徐々に改善効果が現れると見込んでいます。また適正な管理監督職員の配置によりラスパイ

  レス指数の引下げに向けて取り組みます。

659 1,131,8672,685,401
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（4）（4）（4）（4）給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 (1) 職員(1) 職員(1) 職員(1) 職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

人

人

人

人

人

人

人

10%

10%9%7%

平均給料月額 平均給与月額

平成２７年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

平成２８年度の

支給割合

329,358円

【概要】

　　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に

　取り組むとされている。

　〔　実施　　未実施　〕

①給料表の見直し

45.3 歳

42.2 歳

55.2 歳

431,609円

－ －

三田市の支給割合

（国ベース）

　管理職員特別勤務手及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

平均給与月額

9%

　（支給割合）　国基準では１０％

　　　　　　初任給に係る号給は引下げなし。高齢層については最大4～5%程度引下げ。

　　　　　　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

②地域手当の見直し

　（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

　（内容）　行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均1.82％引下げ。

区　　分

－

国

兵庫県 338,700

43.6 331,816

国基準による支給割合

337,289

6%

平均年齢

③その他の見直し内容

類似団体

44.6

74

405,66543.6

平均給与

月額（国比

較ベース）

三田市

50.8 歳 －

410,984

472,717

42.5 372,241

389,729429,920

410,830

対応する民

間の類似職

種

－

368,558円

341,176円

344,721円

322,217

平成２６年度

の支給割合

354,561円 448,197円 412,619円

51.2 歳

371,173円

　（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日

7%

6%

区分

三田市

　（参考）

-

　　　　　　　　時点は７％、給与改定後は平成２７年４月に遡及し９％を支給。

職員数

平均給料月

額

平均給与

月額（A）

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

国

47.2 歳

兵庫県

392,637円

-

類似団体

287,447円

514

2,876

53.8 歳 337,500円 403,354円

－

55.9 歳

－

50.4 歳

5549.8 歳 332,852円

1.98

－

－

－

372,102円 －

－

－

199,900円

－

22

14

482,171円

436,719円

廃棄物処理

業従業員

403,404円

385,833円 用務員396,640円

調理士

参考

平均年齢

31

平均給与

月額（B）

公務員 民間

平均年齢

A／B

－ －

1.66290,300円

259,500円 1.68
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円

円 円

円 円

円 円

　　　③教育職(幼稚園教諭職)

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、28年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

（2）（2）（2）（2）職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

（注）１　技能労務職の初任給については年齢幅を設けて、職種ごとに基準額を設定しております。高校卒については、

18歳採用時の初任給基準額、また、中学卒においては15歳採用時の初任給基準額を記載しております。

（3）（3）（3）（3）職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 ※ 円 ※ 円 円 ※

円 ※ 円 円 ※ 円

円 円 円 ※ 円 ※

円 円 ※ 円 ※ 円 ※

円 円 ※ 円 ※ 円

（注）※印は該当職員が少なく、当該経験年数程度の４人以下の平均額です。

380,000

経験年数２５年

410,000

Ｃ／Ｄ

-

経験年数３０年

407,485

377,675

365,660

368,400

公務員

304,760

大　学　卒

―

2,732,900

41.6

3,470,300

国

－180,295

341,750

154,300

224,500

高　校　卒

321,700

兵　庫　県

304,925

330,700

388,285

144,600

202,449

347,120

360,551

352,500

年収ベース（試算値）の比較

181,284186,900

三　田　市

-

143,999

346,813

186,900

171,400

－

361,000

－

―

3,968,100

平均年齢

う ち 学 校 給 食 員

6,512,280 2.38

7,558,541

（Ｄ）

類似団体 40.9

兵庫県

6,933,283

う ち 用 務 員

354,100

区　　分

313,084

326,046

41.7

（Ｃ）

区　　分

―

参　　　考

民間

－

平均給料月額

154,300

三田市

413,320

平均給与月額

大　学　卒

経験年数２０年

1.91

2.00

三田市

176,700

－

254,167

教育職（幼

稚園教諭

職）
-

－中　学　卒

区　　　　　分

140,100 －

う ち 清 掃 職 員

技能労務職

短  大  卒教　育　職

中　学　卒

大　学　卒

390,646

147,361

幼　稚　園

技能労務職

区　　　　分

大　学　卒

経験年数１０年

短　大　卒

高　校　卒

高　校　卒

一般行政職

一般行政職

228,000高　校　卒

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成25～27年度の３ヶ年平均）。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは

ありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員において

は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（1) （1) （1) （1) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

(注)１　三田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

   ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) （2) （2) （2) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

○ ○

○ ○

○

○

○

平成28年4月2日から平成29年4月1日

までにおける運用

三田市

 イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

国

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

２　　級

１　　級

○

標準の区分のみ適用

 ロ　人事評価を実施していない

４　　級

区　　分

9.2

％

主任

５　　級

25

人

83

係長

主査

％人

39

％

67 15.7

19.5

33.8

人

構成比

部長

室長

次長

45

事務職員

技術職員

％

標準に加え、上位の区分も適用

5.9

％

人

5.4

％

標準的な職務内容 職員数

６　　級

７　　級

課長補佐

課長

副課長

％

人

人

23

３　　級

事務職員

技術職員

144

190,900 344,200

221,200 393,600

205,200 351,700

135,600 286,200

人

10.6

238,100 401,700

最高号給の給料月額1号給の給料月額

317,900 451,000

255,400 412,500

１級

10.6%

１級

10.2%

１級

7.6%

２級

9.2%

２級

7.6%

２級

7.9%

３級

15.7%

３級

17.0%

３級

20.4%

４級

33.8%

４級

34.5%

４級

31.9%

５級

5.9%

５級

5.7%

５級

8.1%

６級

19.5%

６級

19.6%

６級

18.8%

７級

5.4%

７級

5.4%

７級

5.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成28年の構成比 1年前の構成比（H27） 5年前の構成比（H23）
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（1) （1) （1) （1) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（27年度支給割合） （27年度支給割合） （27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20% ・役職加算　5～20％（抑制後4～10%） ・役職加算　5～20%

・管理職加算 10～20%（抑制後5～10%） ・管理職加算 10～25%

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　 ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) （2) （2) （2) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率2％～45％） （割増率2％～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

（注）地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国

指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。

標準の区分のみ適用 ○

 ロ　人事評価を実施していない

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

○ ○ ○ ○

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○ ○

49.59

2.60

兵　　　　　庫　　　　　県

49.5941.325

三　　　　　田　　　　　市

1,891

1.45 0.75

2.60

1.45

1.60

国の制度（支給率）

49.59

41.325

49.59

国

370

20,455

34.5825

25.55625

全地域 695

49.59

1.45

 イ　人事評価を実施した

0.75

25.55625

0.75

20.445

29.14529.145

平成28年4月2日から平成29年4月1日

までにおける運用

三田市 国

管理職員

国

1.60

1,648

１人当たり平均支給額（27年度） １人当たり平均支給額（27年度）

2.60

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

支給対象職員数

10

支給対象地域

8,757

三　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

34.5825

支給実績（27年度決算）　

支給率

20.445

―

100.4

100.4

49.59

10

257,228

1.60

地域手当補正後ラスパイレス指数

ラスパイレス指数
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 (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

　％

14

クリーンセンター又は環

境センターに勤務する作

業長及び副作業長

病人(1件)　1,000円上記に併せて精神衛生

業務に従事したとき

日額  950円

70.4

手当の種類（手当数）

手当の名称

市税徴収・滞納処分手当

衛生業務手当

行旅病人等措置手当

支給実績（27年度決算）

74

防疫作業手当

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

死亡人(1体)　1,100円

1回 500円

日額 150円右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療

に関する法律(平成10年

法律第114号)第6条第2

項、第3項及び第4項に

規定する感染症又は家

畜伝染病予防法(昭和26

年法律第166号)第2条に

規定する家畜伝染病の

病原体の付着した物件

又は付着の疑いのある物

件の処理作業に従事した

とき

市税又は国民健康保険

税の徴収を主たる業務と

する者が訪問徴収に従

事したとき

市税又は国民健康保険

税の差押え等滞納処分

に従事したとき

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

35,980

左記職員に対する支給単価

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

クリーンセンターに勤務

する職員でごみの収集・

処理業務に直接従事し

たとき、環境センターに勤

務する職員でし尿の収

集・処理業務に直接従事

したとき又はクリーンセン

ターに勤務する技術職員

で炉の保守点検業務に

従事したとき

行旅病人又は行旅死亡

人の収容に従事したとき

月額　5,500円右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

クリーンセンター作業長手

当

社会福祉業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

日額 330円

(1)　保健師が訪問により

保健指導を行ったとき((2)

との併給はしない)

(2)　生活保護法(昭和25

年法律第144号)、児童福

祉法(昭和22年法律第

164号)、母子及び寡婦福

祉法(昭和39年法律第

129号)、老人福祉法(昭

和38年法律第133号)、身

体障害者福祉法(昭和24

年法律第283号)若しくは

知的障害者福祉法(昭和

35年法律第37号)に規定

する措置等のケースワー

ク又は市民病院における

医療相談に従事したとき

日額　140円

病人(1件)　550円

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度）
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 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

救急救命士資格者

1回 250円

その他の職員

1回150円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

はしご車での高所作業、潜水

器具を着用しての潜水作業

日額  200円

消防職員が危険業務に

従事したとき

水火災出動

1回　250円

救急出動

261,861

505

286,105

消防職員が深夜の勤務

に従事したとき

468

左記職員に対する支給単価

年末年始の休日におい

て特に必要があつて勤務

を命じたとき

1回　500円右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

年末年始特別業務手当

支給実績（27年度決算）

消防夜間特殊業務手当

消防危険手当

日額2,000円を超えない範囲に

おいて、1日の従事時間等を考

慮して別に定める額

市の主催する行事で任

命権者が定める業務に

従事する職員

日額(又は1勤務) 6,800円(従

事時間が4時間未満の場合は

3,400円)

ただし、深夜の勤務時間が5時

間以上の場合は700円

支給実績（27年度決算）

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

用地取得交渉手当 右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

特別行事手当

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

現場危険業務手当 右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

(1)　地上又は水面上10

メートル以上の高所及び

急傾斜地での作業、指導

監督に従事したとき(消防

危険手当に該当する場

合を除く。)

(2)　地表面下4メートル以

上の深所における作業、

指導監督に従事したとき

(3)　交通を遮断すること

なく又は危険回避措置を

とることなく行う道路の維

持修繕等の作業、指導

監督に従事したとき

(4)激甚災害において警

報伝達、被害状況調査、

応急作業等屋外での防

災作業又は水防作業に

従事したとき

(5)水防指令又は防災指

令発令下において警報

伝達、被害状況調査、応

急作業等屋外での防災

作業又は水防作業に従

事したとき

(1)～(3) 日額　200円

 

(4) 日額 2,000円

 (深夜に及ぶ場合は2,500円)

(5) 日額1,000円

 (深夜に及ぶ場合は1,500円)

1件　400円

クリーンセンター又は環

境センターに勤務する班

長

有害鳥獣等の死廃動物

の処理作業に従事したと

き

右に同じ(又は右の業務に従事

した職員）

クリーンセンター班長手当

死廃動物処理手当

月額　3,300円

日額　400円用地の取得交渉に従事

したとき
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（6) （6) （6) （6) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

千円

（27年度決算）

98,796

異なる内容

253,974

117,794

円

73,032

国の制度と

との異同

支給実績

－

 

(2)交通用具利用者

　通勤距離に応じて

2,000円から24,500

円まで

千円

(1)家賃支払者

　家賃支払額にお

いて最高27,000円

まで

(2)持ち家の世帯主

(新築、購入５年以

内)2,500円

千円

92,903 683,110

160,57439,180

千円

通勤手当

住居手当 130,059

千円

57,096

支給職員１人当たり国の制度

平均支給年額（27年度決算）

扶養手当

異

(1)交通機関利用者

　実費支給　ただし、最

高限度55,000円まで

(2)交通用具利用者

    通勤距離に応じて

3,900 円から29,700円ま

で

(3)１及び２の併用者

　　最高限度55,000円ま

で

手　当　名

(1)理事      80,000円

(2)部長      75,000円

(3)次長  　  65,000円

(4)課長      60,000円

(5)副課長   45,000円

職責に応じて

80,000円から

45,000円まで

管理職手当

異

(1)家賃支払者

　家賃支払額において

最高31,000円まで

(2)持家の世帯主

　(新築、購入5年以内)

6,500円

　(新築、購入5年超   )

4,000円

異

(1)配偶者 13,000 円

(2)配偶者以外の扶養親

族 6,500 円

  (配偶者のない扶養親

族１人11,000円)

ただし、満16歳の年度

初めから満22歳の年度

末までの子がいる場合

は、(2)の額に5,000円

加算

同

勤務1時間当たりの給与

額の100分の135

－休日給

内容及び支給単価

同
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円

円

円

円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.40 円 任期ごと

給料月額×在職月数×0.24 円 任期ごと

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。 

月額30,000円に、職員と配

偶者の住居の間の距離に

より、規則で定められた区

分に応じた額を加算して支

給

（27年度決算） 平均支給年額

（27年度決算）

単身赴任手当

期

末

手

当

副 市 町 村 長

市 区 町 村 長

報

酬

議 長

副 議 長

市 区 町 村 長

議 長

副 市 町 村 長

61,172

0

5,322

国の制度と 支給実績国の制度 支給職員１人当たり

内容及び支給単価

18,854,400

1,010,000

500,000

549,000

千円

勤務一回につき、最

高限度12,000円

5,889

千円

千円

管理職員

特別勤務手当

副 市 町 村 長

市 区 町 村 長

－ 192

手　当　名 との異同 異なる内容

（参考）類似団体における最高／最低額

千円

192,000

0

982,000

議 員

退

職

手

当

4.20

　　（27年度支給割合）

異

－

勤務1時間当たりの給与

額の100分の25

異

副 議 長

議 員

管理職の職員が臨時又は

緊急の必要その他の公務

の運営の必要により、週休

日又は休日に勤務を行った

場合、勤務１回につき次の

額を支給

(1)　部長・次長級

  8,000円

(2)　課長・副課長級

　6,000円

区 分

給

料

同

700,000

469,800

650,000

宿日直手当

宿直勤務又は日直勤務を

命ぜられた職員には、その

勤務1回につき次の額を支

給

(1)下記以外　4,200円

(2)三田市民病院に勤務す

る職員で、入院患者の病状

の急変等に対処するための

宿日直勤務

・医師又は歯科医師

　20,000円

・その他の職員

　9,300円

※(1),(2)ともに、勤務時間

が5時間未満の場合は、そ

の勤務1回につき2分の1の

額

宿日直勤務１回に

つき、4,200円を支

給

4.20

同夜勤手当

46,370

610,000

636,000

　　（27年度支給割合）

397,000

372,400

432,000

365,000

9,043,200

880,000785,000

給 料 月 額 等
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（1)（1)（1)（1)部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

一

般

行

政

部

門 土木

農林水産

税務

81

計

衛生

22

総務

29

商工

77

71民生

433

＜参考＞

38.33

普

通

会

計

部

門

労働

消防部門

教育部門

小　計

（類似団体)人口1万人当たり職員数

その他

[   0   ］

111

101.58

△ 3

0

12

△ 1

体制強化による増12

0

0

救急体制充実による増

1

特別支援学校設置準備業務完了に伴う減、

退職不補充による減

＜参考＞

△ 1

7

主 な 増 減 理 由

498 11

36

425

平成28年

73

退職不補充による減

413

111

病院

15

22

議会

143

71

437

職 員 数

72

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

対前年

増減数

0

1

0

平成27年

22

6

8

11

57.9

112

4

0

29

0

下水道

小　計

合　　計

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　 　門

水道

44.43

（類似団体)人口1万人当たり職員数

＜参考＞

1,158

7

487

659

0

22

△ 4

7

60.9

1,146

37

[   1,313   ］

15

115

[   1,313   ］

151

660
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（2)（2)（2)（2)年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

(3)職員数(3)職員数(3)職員数(3)職員数のののの推移推移推移推移

（単位：人・％）

一般行政 （ ）

教育 （ ）

消防 （ ）

普通会計計 （ ）

（ ）

総合計 （ ）

47歳

139

438

97

人

10696

20歳

55歳

２７年

115

660

人人

～ ～

人

31歳 35歳 39歳 43歳

人

職員数

4

人 人

148

人

未満

～

　　　　　　年度

部門別

102

24歳 28歳

27歳

人

～～

20歳

436

1,158

２５年 ２６年

99116

1,139 1,145

人

55

△ 3

1,146 3

人

23歳

区　分

60歳

～

48歳40歳

～

44歳

222

51歳

過去５年間の

増減数（率）

人

32歳

～

以上

人

計

～

11.0%

△ 3.9%△ 27

0.3%

111

429

61

1,155 1,140

459

100

468

134

670

143 120 112

498

667

△ 23.8%△ 35

433 437

30

659

36歳

２３年

440

56歳

△ 0.7%

1,158

59歳

15

２８年

～

52歳

487

111

469 478

11

6.4%

107 109

公営企業等会計計

681687

２４年

147

0%

5%

10%

15%

20%

25%

構成比

５年前の構成比

%
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

　(1)　(1)　(1)　(1)　水道事業水道事業水道事業水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退退職手当を含みません。

      ２　職員数は、２８年３月３１日現在の人数です（再任用短時間勤務職員を含む）。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（27年度支給割合） （27年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円　

25

27年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

149,189

職員手当

三 田 市

区　　分

　　　　千円

実質収支

千円　

　　　　　　区　　分

2,465,849

％

1,464,181

１人当たり平均支給額

92,224

市町村平均

（政令指定都市除く）

三田市　（一般行政職）

区　　分

2.60

1.45

1.602.60

1.45

１人当たり平均支給額（27年度）

三田市（水道事業）

27年度

6.1

28,668

給　 料

千円人

　　　　　　Ａ

千円　　　　　千円

総費用 純損益又は

Ａ  　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

25年度の総費用に占

Ｂ　

職員給与費比率

6.9

　　計　　Ｂ

％

一人当たり

6,1905,968149,189

45.4

514,785

基本給

399,544

44.7

28,297

606,702

職員数

千円

0.75

346,797

1.60

0.75

1,663

１人当たり平均支給額（27年度）

千円

一人当たり給与費

536,163

市町村平均（政令指定都市除く）

1,648

平　均　年　齢 平均月収額

千円　

期末・勤勉手当

千円

市町村平均（政令指定都市除く）

　　　　給与費　　B/A

める職員給与費比率

12



イ　退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置定年前早期退職特例措置（割増率2%～45%） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（割増率2%～45%）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（２８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２８年４月１日現在）

千円

千円

　％

－ 8,757－

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）　

三田市　（一般行政職）

全地域

夜間特殊業務手当<水道>

⑴ 地上又は水面上10m以上の高所

及び急傾斜地での作業、指導監督に

従事したとき

⑵地表面下4m以上の深所にける作

業、指導監督に従事したとき

⑶交通を遮断することなく又は危険回

避措置をとることなく行う道路の維持

修繕等の作業、指導監督に従事した

とき

⑷浄水場において劇薬を取り扱う業

務に従事したとき

⑸激甚災害において 警報伝達、被害

状況調査、応急作業等屋外での防災

作業又は水防作業に従事したとき

⑹水防指令又は防災指令発令下に

おいて警報伝達、被害状況調査、応

急作業等屋外での防災作業又は水防

作業に従事したとき

支給対象職員数

支給実績（27年度決算） 9,650

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

深夜及び交代制勤務に従事する浄水

場職員が、勤務時間が午後10時から

午前5時の時間帯に及び業務に従事

した場合

10

1,337

72.0

給配水工事の監督業務に従事する職

員が、(1)午後10時以降に再出動によ

る勤務に従事したとき

(2)勤務時間外に予期し得ない事由

(水防配備及び防災指令によるものを

除く。)により勤務に従事したとき

（1）　1,200円

（2）　1,300円

回数非常出動手当<水道>

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

三田市（水道事業）

支給対象地域 支給率

10

20,455

1,200円

386

25

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（27年度決算）

現場危険作業手当<水道>

手当の名称

手当の種類（手当数）

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度）

左記の職員に対する支給単価

74

⑴～⑷ 　200円

⑸ 2,000円

 (深夜に及ぶ場合は

2,500円)

⑹ 1,000円

  (深夜に及ぶ場合は

1,500円)

回数

日額

5

20.445

29.145

41.325

25.55625

34.5825

49.59

49.5949.59

25.55625

34.5825

49.59

49.59

20.445

29.145

41.325

49.59
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（２８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記の職員に対する支給単価

日額停水処分手当<水道>

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

料金滞納にかかる停水処分業務に従

事したとき

330円

382

210

日額

(又は１

勤務)

4,489

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 26 年 度 決 算 ）

支給実績

休日給

4,413

 6,800円(勤務時間が

4時間未満の場合は

3,400円)

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）

上記４（６）の記載内容と同様です。

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価

〃

平均支給年額

2,157

（27年度決算）

住居手当

年末年始特別業務手当<

水道>

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

年末年始の休日において特に必要が

あつて勤務を命じたとき

一般行政

職の制度と

異なる内容

〃

管理職員特別勤務手当 〃 56

管理職手当 〃

通勤手当 〃

夜勤手当

　　　宿日直手当

1,085

18,667千円

264,059

0千円

128,824

千円

千円 119,833

千円

0

千円

千円2,190

〃

扶養手当

（27年度決算）

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ） 6,884

〃 0

一般行政

職の制度と

の異同

108,500

3,084

千円 0

771,000

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）
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　(2)　(2)　(2)　(2)　病院事業病院事業病院事業病院事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　職員 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、２８年３月３１日現在の人数です。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。  

　　　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（27年度支給割合） （27年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円　

職員給与費比率

総費用に占める

25年度の総費用に占実質収支 　給与費

区　　分 総費用 純損益又は

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

％

める職員給与費比率

27年度 　　　　千円 千円　 千円　

8,623,701 △ 282,786 2,920,917

　　　　給与費　　B/A　　計　　Ｂ期末・勤勉手当

％

一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

27年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

409 1,460,099 853,662 607,156 2,920,917 7,142 6,792

575,633

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

三 田 市 （ 医 師 ） 43.0 552,052 1,262,637

380,546

市町村平均（事務職員）

（政令指定都市除く）

42.9 326,257 496,398

三 田 市 （ 看 護 師 ） 35.9 314,593 483,905

三田市（事務職員） 42.9

三田市（病院事業） 三田市　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（27年度） １人当たり平均支給額（27年度）

1,484 1,648

2.60 1.60 2.60 1.60

1.45 0.75 1.45 0.75

市町村平均（政令指定都市除く）

１人当たり平均支給額

1,322

市町村平均（政令指定都市除く）

33.333.9

1,390,925

289,980 458,898

市町村平均（ 医 師 ）

（政令指定都市除く）

市町村平均（ 看 護 師 ）

（政令指定都市除く）

44.4

39.0

564,493
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イ　退職手当（２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置定年前早期退職特例措置（割増率2%～45%） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（割増率2%～45%）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額です。

（注）病院事業の退職手当の１人当たり平均支給額は、勧奨・定年退職者が3名以下であったため、全退職手当受給者に支給された平均額

ウ　地域手当

（２８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２８年４月１日現在）

千円

千円

　％

34.5825

三田市（病院事業） 三田市　（一般行政職）

25.55625 20.445 25.55625

34.582529.145 29.145

20,455

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）　 326

2,341 8,757

支給実績（27年度決算） 138,324

10

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

全地域 10 424

86.3

手当の種類（手当数） 18

支給実績（27年度決算） 303,105

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 859

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度）

医員　  210,000円

医師特別手当 月額

院長　  291,000円

副院長　260,000円

部長　  252,000円

医長　  245,000円

副医長　220,000円

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師

手当の名称 左記の職員に対する支給単価

社会福祉業務手当 右に同じ（右の業務

に従事した職員）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

(1)　保健師が訪問により保健指導を

行ったとき((2)との併給はしない)

(2)　生活保護法(昭和25年法律第144

号)、児童福祉法(昭和22年法律第164

号)、母子及び寡婦福祉法(昭和39年

法律第129号)、老人福祉法(昭和38年

法律第133号)、身体障害者福祉法(昭

和24年法律第283号)若しくは知的障

害者福祉法(昭和35年法律第37号)に

規定する措置等のケースワーク又は

市民病院における医療相談に従事し

たとき

日額　 140円

20.445

副部長  248,000円

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.5949.59
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主な支給対象職員手当の名称 左記の職員に対する支給単価

　　　　　　　　　　　１2,000円

特別診療手当 １時間　2,000円

ただし、午後1時以降に適用

し、5時間以上の場合は10,000

円を限度とする。

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師で宿直勤務

又は日直勤務に引き続き診療業務に

従事したとき

診療応援手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

当院が診療の応援に関して協定等を

締結する医療機関において、診療応

援業務に従事したとき

1医療機関につき

　　　　　　　　日額　5,000円

　　　　　　　　　　　 20,000円

１当務につき

部長・副部長　　  1,400円

医長・副医長　    1,200円

医員　               1,100円

１件につき

　　　　　　　　　　　14,000円

診療手当 １時間につき

部長･副部長　 　 4,000円

医長・副医長　    3,500円

医員　               3,000円

１時間につき

１回につき

(3)　医師が4日以上引き続き休日とな

る場合に救急業務に従事し、外来患

者（入院措置を行った者を除く）を診

療したとき

宿日直特別手当 1回につき

　　　　　　　　　　　40,000円

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師で同一月に

4回以上の宿直勤務又は日直勤務に

従事したとき（宿日直手当に加算)

緊急呼出麻酔管理手当 1件　20,000円右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師で勤務時間

外に緊急呼び出しを受けて全身麻酔

管理業務に従事したとき

1人につき

　　　　　　　　　　　　5,000円

1人につき

　　　　　　　　　　　　3,000円

1人につき

　　　　　　　　　　　　1,000円

　ただし、1回の宿直勤務又は

日直勤務につき10,000円を限

度とする。

(1)　医師が宿直勤務又は日直勤務中

に救急患者の緊急入院措置を行った

とき

(2)　医師が（1）の緊急入院措置の後、

主治医として治療に従事したとき

市民病院に勤務す

る医師で勤務時間

外に右のいずれか

に該当するとき

(1)医師が救急外来等において緊急業

務（呼出時を含む。）に従事したとき

(2)医師が自科の入院患者の急変時

等に緊急の診療に従事したとき

(3)産科医師が出産に従事したとき（小

児科医が出産に立ち会ったときを含

む。）

(4)　麻酔科医師が緊急手術業務従事

に備えあらかじめ自宅で待機を命ぜら

れたとき

(5)小児科医師が小児救急輪番業務

に従事したとき

主な支給対象業務

病理検査手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師で病理検査

に従事したとき

1件　700円

(4)　正規の勤務時間外に緊急で手術

又は1,000点以上の処置を実施したと

き

1件につき

　　　　　　　　　　　　1,000円

時間外救急措置手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

夜間業務手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医療技術職員が

夜間業務に従事したとき

深夜の全てを含む勤務

1回　6,800円
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記の職員に対する支給単価

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

年末年始の休日において特に必要が

あつて勤務を命じたとき

市民病院に勤務す

る職員で勤務時間

外に右のいずれか

に該当するとき

(1)　放射線技師がエックス線その他照

射作業に従事したとき及び看護師が

エックス線その他照射作業の補助業

務に従事したとき

(2)　検査技師が細菌検査作業等に従

事したとき

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する助産師、看護師

及び准看護師

準夜に引き続く深夜　6,800円

ただし、月8回を超えて準夜又

は深夜に従事した場合は、

2,500円を加える。

病院調理師業務手当 月額　2,400円右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する給食調理師で時

差出勤をするもの

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

月額　10,000円

医療危険業務手当 日額　 270円

日額（又は1勤務）

(3)　薬剤師が劇薬等人体に有害な薬

品を取り扱ったとき

(4)　理学(作業)療法士、臨床工学技

師、言語聴覚士及び視能訓練士が感

染症患者又は感染の恐れのある患者

にかかる医療に従事したとき

市民病院に勤務する助産師、看護師

及び准看護師で夜間勤務に従事した

とき

病院緊急呼出手当 1回

深夜  1,300円

その他  650円

右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する職員で勤務時間

外に緊急呼出を受けて業務に従事し

たとき（医師除く）

 6,800円(勤務時間が4時間未

満の場合は3,400円)

夜間看護手当 1回

準夜　2,900円

深夜　3,300円

年末年始特別業務手当

看護師業務手当

解剖業務手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師で病理解剖

を実施する検体を確保したとき

1検体　20,000円

待機手当 右に同じ(又は右の

業務に従事した職

員）

市民病院に勤務する医師以外の職員

が夜間、休日等、勤務時間外に緊急

業務に備えてあらかじめ待機を命ぜら

れたとき

1回　2,000円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（２８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ） 141,212

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ） 345

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ） 146,027

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 26 年 度 決 算 ） 371

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （27年度決算） 平均支給年額

一般行政

職の制度と

の異同

一般行政

職の制度と

異なる内容

（27年度決算）

215,506

57,645 千円

176,573

扶養手当 上記４（６）の記載内容と同様です。 35,343 千円

35,138

通勤手当 〃 45,382 千円 133,476

住居手当 〃 千円

千円

768,600

休日給 〃 0 千円 0

管理職手当 〃

千円

113,704

　　　宿日直手当 〃 73,146 千円 1,239,763

夜勤手当 〃 24,219

148,000管理職員特別勤務手当 〃 148

19


